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１．当中間決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当中間期のわが国経済は、個人消費や住宅投資など一部に持ち直しの動きがみられまし

た。中国をはじめとする新興国経済の減速や米国の金融緩和政策の出口戦略に伴う市場の

混乱など、先行きの懸念材料は多いものの、人手不足等を背景とした雇用・所得環境の改

善や経済対策に支えられ、緩やかな回復が続くとみられます。 

愛媛県経済は、一部に弱い動きが残り景気の足踏みが続いていますが、雇用・所得環境

の改善が続くなかで、全国同様、緩やかな回復に向かうことが期待されます。 

このような情勢のもと、当中間連結会計期間における業績は、次のとおりとなりました。 

経常収益は、貸出金利息及び有価証券利息配当金の減少等により資金運用収益が減少し

たことから、前年同期比 50 億 17 百万円減少して 572 億 93 百万円となりました。一方、経

常費用は、退職給付に係る営業経費の増加等により、前年同期比９億４百万円増加して 395

億 99 百万円となりました。 

この結果、経常利益は、前年同期比 59 億 21 百万円減少して 176 億 93 百万円となりまし

た。また、親会社株主に帰属する中間純利益は、前年同期比 30 億 62 百万円減少して 115

億 34 百万円となりました。 

（２）財政状態に関する説明 

譲渡性預金を含めた預金等は、前連結会計年度末比 259 億円減少して５兆 2,984 億円と

なりました。 

貸出金は、前連結会計年度末比 252 億円増加して３兆 9,153 億円となりました。 

有価証券は、前連結会計年度末比 317 億円減少して１兆 7,080 億円となりました。 

純資産は、前連結会計年度末比 10 億円増加して 5,907 億円となりました。 

総資産は、前連結会計年度末比 133 億円減少して６兆 4,967 億円となりました。 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成 28 年５月 13 日に公表いたしました通期の業績予想に変更はありません。 

 
２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当中間期における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当中間連結会計期間に適用し、

平成 28 年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法

から定額法に変更しております。 

なお、当中間連結会計期間において、中間連結財務諸表に与える影響額は軽微でありま

す。 

 

（追加情報）  

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成

28 年３月 28 日）を当中間連結会計期間から適用しております。  
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（４）中間連結財務諸表に関する注記 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 
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